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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリフェニレンエーテル及びシンジオタクチック構造を有するポリスチレン系重合体を
含む樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１と、
　脂環式構造含有重合体を含む樹脂ｐ２からなる位相差層Ｐ２とを備える光学積層体であ
って、
　前記樹脂ｐ１において、前記ポリフェニレンエーテルの含有量／前記ポリスチレン系重
合体の含有量の重量比が、２６／７４以上であり、且つ３５／６５より小さく、
　前記位相差層Ｐ１のＮＺ係数ＮＺＰ１が、ＮＺＰ１＜０であり、
　前記位相差層Ｐ１の厚み方向レターデーションＲｔｈ（Ｐ１）が、－６０ｎｍ以下であ
り、
　前記光学積層体の入射角０°におけるレターデーションＲｅと入射角４０°におけるレ
ターデーションＲ４０とが０．９２≦Ｒ４０／Ｒｅ≦１．０８の関係を満たす、光学積層
体。
【請求項２】
　前記位相差層Ｐ１の面内レターデーションＲｅ（Ｐ１）及び厚み方向レターデーション
Ｒｔｈ（Ｐ１）、並びに前記位相差層Ｐ２の面内レターデーションＲｅ（Ｐ２）及び厚み
方向レターデーションＲｔｈ（Ｐ２）が、下記式（１）及び式（２）：
　Ｒｅ（Ｐ１）＋Ｒｅ（Ｐ２）≧１００ｎｍ　　　式（１）
　－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ（Ｐ１）＋Ｒｔｈ（Ｐ２）≦５０ｎｍ　　　式（２）
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　を満たす、請求項１に記載の光学積層体。
【請求項３】
　前記位相差層Ｐ１の厚さが１５μｍ以下である、請求項１又は２に記載の光学積層体。
【請求項４】
　前記ポリフェニレンエーテルの重量平均分子量が１５，０００～１００，０００であり
、
　前記ポリスチレン系重合体の重量平均分子量が１３０，０００～３００，０００である
、請求項１～３のいずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項５】
　前記位相差層Ｐ１の遅相軸と、前記位相差層Ｐ２の遅相軸との交差角が、０°±１０°
である、請求項１～４のいずれか１項に記載の光学積層体。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の光学積層体と、偏光子とを備える、偏光板複合体
。
【請求項７】
　前記光学積層体の遅相軸と、前記偏光子の吸収軸とが直交する、請求項６に記載の偏光
板複合体。
【請求項８】
　請求項６又は７に記載の偏光板複合体と、液晶セルとを備える、液晶表示装置。
【請求項９】
　入射側偏光子、液晶セル、出射側偏光子をこの順に備えるインプレーンスイッチングモ
ードの液晶表示装置であって、
　前記液晶表示装置はさらに、前記入射側偏光子と前記液晶セルとの間の位置、前記出射
側偏光子と前記液晶セルとの間の位置、またはこれらの両方の位置において、請求項５に
記載の光学積層体を備え、
　前記光学積層体は、前記位相差層Ｐ１が前記液晶セル側に配置されている、インプレー
ンスイッチングモードの液晶表示装置。
【請求項１０】
　請求項１～５のいずれか１項に記載の光学積層体の製造方法であって、
　ポリフェニレンエーテル及びシンジオタクチック構造を有するポリスチレン系重合体を
含み、前記ポリフェニレンエーテルの含有量／前記ポリスチレン系重合体の含有量の重量
比が２６／７４以上であり、且つ３５／６５より小さい樹脂ｐ１と、（メタ）アクリル重
合体を含む樹脂ｐ３とを共押し出しして、延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を得る工程と、
　前記延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を延伸し、前記樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１及び前記
樹脂ｐ３からなる保護層Ｐ３を含む延伸複層フィルムＦ（Ｉ）を得る工程と、
　脂環式構造含有重合体を含む樹脂ｐ２を押し出して、延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を得
る工程と、
　前記延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を延伸し、位相差層Ｐ２のフィルムＦ（ＩＩ）を得る
工程と、
　前記位相差層Ｐ１と前記位相差層Ｐ２とを貼合する工程と
　を有する製造方法。
【請求項１１】
　前記位相差層Ｐ１から前記保護層Ｐ３を剥離する工程をさらに含む、請求項１０に記載
の製造方法。
【請求項１２】
　得られる前記光学積層体が、長尺の形状を有する前記位相差層Ｐ１及び長尺の形状を有
する前記位相差層Ｐ２を含む、長尺の形状を有し、
　前記位相差層Ｐ１は、その幅方向に遅相軸を有し、
　前記位相差層Ｐ２は、その幅方向に遅相軸を有する、請求項１０又は１１に記載の製造
方法。
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【請求項１３】
　請求項１２に記載の製造方法で得られる長尺の光学積層体と、長尺の偏光子とをロール
トゥーロールで貼合する工程を有する、長尺の偏光板複合体の製造方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学積層体、偏光板複合体、液晶表示装置、光学積層体の製造方法、及び偏
光板複合体の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示装置等の表示装置において、例えば視野角の補償のために、複数枚の位相差層
を組み合わせた光学積層体が、偏光板などの他の部材と組み合わせて用いられることがあ
る。位相差層としては、樹脂によって形成された長尺の延伸前フィルムを延伸し、当該フ
ィルムに含まれる分子を配向させて得られる延伸フィルムが、簡便に製造でき、好ましい
。
【０００３】
　位相差層として用いるための延伸フィルムについては、従来から多くの検討がなされて
いる。例えば、特許文献１～４のような技術が知られている。このうち、特許文献１～３
では、延伸フィルムとして、逆波長分散性を有する位相差フィルムを製造する技術が記載
されている。ここで、逆波長分散性とは、位相差フィルムを透過する光の波長が長くなる
につれて、その光に与えられる面内方向のレターデーションが大きくなる性質のことを意
味する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開第２０１０／０７４１６６号
【特許文献２】特開２０１１－１１３００４号公報
【特許文献３】特開２０１０－７８９０５号公報
【特許文献４】特開平７－２６６４１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　近年、液晶表示装置等の表示装置において、装置の厚みを薄型化する要求が更に高くな
っている。このため、位相差層も、従来よりも更に薄くすることが求められている。
　ところが、薄いフィルムにおいて高い位相差を発現させようとすると、延伸倍率を高め
る必要が生じる。延伸倍率を高めると、配向方向のバラツキが大きくなり、その結果、視
野角補償等の性能が不十分となりうる。また、面内方向のレターデーションＲｅを所望の
値にするために単に延伸倍率を高めると、厚み方向のレターデーションＲｔｈが所望の値
とならず視野角補償性能が不十分となることが多い。さらに、従来の延伸フィルムでは、
高温で長時間使用するとレターデーションが大きく変化する場合があり、そのような変化
は、延伸倍率を大きくした場合特に顕著に現れうる。
【０００６】
　従って、本発明の目的は、薄く、視野角補償性能が高く、且つ高温での使用における耐
久性に優れた光学積層体、それを含む偏光板複合体及び液晶表示装置、並びにそれらの製
造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは前記の課題を解決するべく検討した結果、ポリフェニレンエーテルと、所
定の構造を有するポリスチレン系重合体とを所定の重量比で組み合わせた樹脂ｐ１からな
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る位相差層Ｐ１と、脂環式構造含有重合体を含む樹脂ｐ２からなる位相差層Ｐ２との組み
合わせにより、そのような光学積層体を得ることができることを見出した。本発明者はさ
らに、そのような光学積層体は、樹脂ｐ１を含む複数の樹脂の共押し出しの工程を含む所
定の方法により容易に製造しうることを見出した。本発明は、かかる知見に基づき完成し
たものである。
　すなわち、本発明は以下の通りである。
【０００８】
〔１〕　ポリフェニレンエーテル及びシンジオタクチック構造を有するポリスチレン系重
合体を含む樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１と、
　脂環式構造含有重合体を含む樹脂ｐ２からなる位相差層Ｐ２とを備える光学積層体であ
って、
　前記樹脂ｐ１において、前記ポリフェニレンエーテルの含有量／前記ポリスチレン系重
合体の含有量の重量比が、２５／７５より大きく、且つ３５／６５より小さく、
　前記位相差層Ｐ１のＮＺ係数ＮＺＰ１が、ＮＺＰ１＜０であり、
　前記光学積層体の入射角０°におけるレターデーションＲｅと入射角４０°におけるレ
ターデーションＲ４０とが０．９２≦Ｒ４０／Ｒｅ≦１．０８の関係を満たす、光学積層
体。
〔２〕　前記位相差層Ｐ１の面内レターデーションＲｅ（Ｐ１）及び厚み方向レターデー
ションＲｔｈ（Ｐ１）、並びに前記位相差層Ｐ２の面内レターデーションＲｅ（Ｐ２）及
び厚み方向レターデーションＲｔｈ（Ｐ２）が、下記式（１）及び式（２）：
　Ｒｅ（Ｐ１）＋Ｒｅ（Ｐ２）≧１００ｎｍ　　　式（１）
　－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ（Ｐ１）＋Ｒｔｈ（Ｐ２）≦５０ｎｍ　　　式（２）
　を満たす、〔１〕に記載の光学積層体。
〔３〕　前記位相差層Ｐ１の厚さが１５μｍ以下であり、厚み方向のレターデーションＲ
ｔｈ（Ｐ１）が－５０ｎｍ以下である、〔１〕又は〔２〕に記載の光学積層体。
〔４〕　前記ポリフェニレンエーテルの重量平均分子量が１５，０００～１００，０００
であり、
　前記ポリスチレン系重合体の重量平均分子量が１３０，０００～３００，０００である
、〔１〕～〔３〕のいずれか１項に記載の光学積層体。
〔５〕　前記位相差層Ｐ１の遅相軸と、前記位相差層Ｐ２の遅相軸との交差角が、０°±
１０°である、〔１〕～〔４〕のいずれか１項に記載の光学積層体。
〔６〕　〔１〕～〔５〕のいずれか１項に記載の光学積層体と、偏光子とを備える、偏光
板複合体。
〔７〕　前記光学積層体の遅相軸と、前記偏光子の吸収軸とが直交する、〔６〕に記載の
偏光板複合体。
〔８〕　〔６〕又は〔７〕に記載の偏光板複合体と、液晶セルとを備える、液晶表示装置
。
〔９〕　入射側偏光子、液晶セル、出射側偏光子をこの順に備えるインプレーンスイッチ
ングモードの液晶表示装置であって、
　前記液晶表示装置はさらに、前記入射側偏光子と前記液晶セルとの間の位置、前記出射
側偏光子と前記液晶セルとの間の位置、またはこれらの両方の位置において、〔５〕に記
載の光学積層体を備え、
　前記光学積層体は、前記位相差層Ｐ１が前記液晶セル側に配置されている、インプレー
ンスイッチングモードの液晶表示装置。
〔１０〕　〔１〕～〔５〕のいずれか１項に記載の光学積層体の製造方法であって、
　ポリフェニレンエーテル及びシンジオタクチック構造を有するポリスチレン系重合体を
含み、前記ポリフェニレンエーテルの含有量／前記ポリスチレン系重合体の含有量の重量
比が２５／７５より大きく、且つ３５／６５より小さい樹脂ｐ１と、（メタ）アクリル重
合体を含む樹脂ｐ３とを共押し出しして、延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を得る工程と、
　前記延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を延伸し、前記樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１及び前記
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樹脂ｐ３からなる保護層Ｐ３を含む延伸複層フィルムＦ（Ｉ）を得る工程と、
　脂環式構造含有重合体を含む樹脂ｐ２を押し出して、延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を得
る工程と、
　前記延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を延伸し、位相差層Ｐ２のフィルムＦ（ＩＩ）を得る
工程と、
　前記位相差層Ｐ１と前記位相差層Ｐ２とを貼合する工程と
　を有する製造方法。
〔１１〕　前記位相差層Ｐ１から前記保護層Ｐ３を剥離する工程をさらに含む、〔１０〕
に記載の製造方法。
〔１２〕　得られる前記光学積層体が、長尺の形状を有する前記位相差層Ｐ１及び長尺の
形状を有する前記位相差層Ｐ２を含む、長尺の形状を有し、
　前記位相差層Ｐ１は、その幅方向に遅相軸を有し、
　前記位相差層Ｐ２は、その幅方向に遅相軸を有する、〔１０〕又は〔１１〕に記載の製
造方法。
〔１３〕　〔１２〕に記載の製造方法で得られる長尺の光学積層体と、長尺の偏光子とを
ロールトゥーロールで貼合する工程を有する、長尺の偏光板複合体の製造方法。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の光学積層体並びにそれを含む本発明の偏光板複合体及び本発明の液晶表示装置
は、薄く、視野角補償性能が高く、且つ高温での使用における耐久性に優れる。また、本
発明の製造方法では、そのような本発明の光学積層体及び偏光板複合体を容易に製造しう
る。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明について実施形態及び例示物等を示して詳細に説明するが、本発明は以下
に示す実施形態及び例示物等に限定されるものではなく、本発明の特許請求の範囲及びそ
の均等の範囲を逸脱しない範囲において任意に変更して実施してもよい。
　以下の説明において、（メタ）アクリルといった表現は、アクリル、メタクリル又はこ
れらの組み合わせを意味する。例えば、（メタ）アクリル酸とは、アクリル酸、メタクリ
ル酸又はこれらの組み合わせを意味する。また、（メタ）アクリレートとは、アクリレー
ト、メタクリレート又はこれらの組み合わせを意味する。
　以下の説明において、ＭＤ方向（ｍａｃｈｉｎｅ　ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ）は、製造ライ
ンにおけるフィルムの流れ方向であり、通常は長尺のフィルムの長手方向に一致する方向
を表す。さらに、ＴＤ方向（ｔｒａｖｅｒｓｅ　ｄｉｒｅｃｔｉｏｎ）は、フィルム面に
平行な方向であって、ＭＤ方向に垂直な方向であり、通常は長尺のフィルムの幅方向に一
致する方向を表す。
　以下の説明において、別に断らない限り、屈折率及びレターデーションの測定波長は５
５０ｎｍである。また、フィルム又は層の遅相軸とは、別に断らない限り、面内の遅相軸
を表す。
　以下の説明において、ＮＺ係数は、（ｎｘ－ｎｚ）／（ｎｘ－ｎｙ）を表す。ここでｎ
ｘは厚み方向に垂直な方向（面内方向）であって最大の屈折率を与える方向の屈折率を表
し、ｎｙは厚み方向に垂直な方向（面内方向）であってｎｘの方向に垂直な方向の屈折率
を表し、ｎｚは厚み方向の屈折率を表す。
【００１１】
　［１．光学積層体］
　本発明の光学積層体は、樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１と、樹脂ｐ２からなる位相差層
Ｐ２とを備える。
【００１２】
　［１－１．樹脂ｐ１］
　樹脂ｐ１は、ポリフェニレンエーテル及びシンジオタクチック構造を有するポリスチレ
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ン系重合体を含む。ポリフェニレンエーテルは通常正の固有複屈折値を有し、シンジオタ
クチック構造を有するポリスチレン系重合体は通常負の固有複屈折値を有する。ここで、
固有複屈折値が正であるとは、延伸方向の屈折率が延伸方向に垂直な方向の屈折率よりも
大きくなることを意味する。また、固有複屈折値が負であるとは、延伸方向の屈折率が延
伸方向に垂直な方向の屈折率よりも小さくなることを意味する。固有複屈折値は、誘電率
分布から計算することもできる。
【００１３】
　ポリフェニレンエーテルは、フェニレンエーテル又はフェニレンエーテル誘導体を重合
して形成される構造単位を有する重合体である。通常は、フェニレンエーテル骨格を有す
る構造単位（以下、適宜「フェニレンエーテル単位」という。）を主鎖に有する重合体を
、ポリフェニレンエーテルとして用いる。ただし、フェニレンエーテル単位におけるベン
ゼン環には、本発明の効果を著しく損なわない限り、置換基を有していてもよい。
【００１４】
　中でも、ポリフェニレンエーテルとしては、下記式（Ｉ）で表されるフェニレンエーテ
ル単位を含む重合体が好ましい。
【００１５】
【化１】

【００１６】
　式（Ｉ）において、Ｑ１は、それぞれ独立に、ハロゲン原子、低級アルキル基（例えば
炭素数７個以下のアルキル基）、フェニル基、ハロアルキル基、アミノアルキル基、炭化
水素オキシ基、または、ハロ炭化水素オキシ基（ただし、そのハロゲン原子と酸素原子と
を少なくとも２つの炭素原子が分離している基）を表す。中でも、Ｑ１としてはアルキル
基及びフェニル基が好ましく、特に炭素数１以上４以下のアルキル基がより好ましい。
【００１７】
　式（Ｉ）において、Ｑ２は、それぞれ独立に、水素原子、ハロゲン原子、低級アルキル
基（例えば炭素数７個以下のアルキル基）、フェニル基、ハロアルキル基、炭化水素オキ
シ基、または、ハロ炭化水素オキシ基（ただし、そのハロゲン原子と酸素原子とを少なく
とも２つの炭素原子が分離している基）を表す。中でも、Ｑ２としては水素原子が好まし
い。
【００１８】
　ポリフェニレンエーテルは、１種類の構造単位を有する単独重合体（ホモポリマー）で
あってもよく、２種類以上の構造単位を有する共重合体（コポリマー）であってもよい。
　式（Ｉ）で表される構造単位を含む重合体が単独重合体である場合、当該単独重合体の
好ましい例を挙げると、２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル単位（「－（Ｃ

６Ｈ２（ＣＨ３）２－Ｏ）－」で表される構造単位）を有する単独重合体が挙げられる。
　式（Ｉ）で表される構造単位を含む重合体が共重合体である場合、当該共重合体の好ま
しい例を挙げると、２，６－ジメチル－１，４－フェニレンエーテル単位と２，３，６－
トリメチル－１，４－フェニレンエーテル単位（「－（Ｃ６Ｈ（ＣＨ３）３－Ｏ－）－」
で表される構造単位）と組み合わせて有するランダム共重合体が挙げられる。
【００１９】
　また、ポリフェニレンエーテルは、フェニレンエーテル単位以外の構造単位を含んでい
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てもよい。この場合、ポリフェニレンエーテルは、フェニレンエーテル単位とそれ以外の
構造単位とを有する共重合体となる。ただし、ポリフェニレンエーテルにおけるフェニレ
ンエーテル単位以外の構造単位の含有量は、本発明の効果を著しく損なわない程度に少な
くすることが好ましい。具体的には、ポリフェニレンエーテルにおけるフェニレンエーテ
ル単位の含有量は、通常５０重量％以上、好ましくは７０重量％以上、より好ましくは８
０重量％以上である。
【００２０】
　ポリフェニレンエーテルは、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で
組み合わせて用いてもよい。
【００２１】
　ポリフェニレンエーテルの重量平均分子量は、通常１５，０００以上、好ましくは２５
，０００以上、より好ましくは３５，０００以上であり、通常１００，０００以下、好ま
しくは８５，０００以下、より好ましくは７０，０００以下である。重量平均分子量を、
前記範囲の下限値以上にすることにより位相差層Ｐ１の強度を高めることができる。また
、上限値以下にすることにより、ポリフェニレンエーテルの分散性を高めてポリフェニレ
ンエーテルとスチレン系重合体とを高いレベルで均一に混合することが可能となる。
　ここで、重量平均分子量は、１，２，４－トリクロロベンゼンを溶媒として温度１３５
℃でゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定した、標準ポリスチレン
換算の値を採用する。
【００２２】
　ポリフェニレンエーテルの製造方法に制限は無く、例えば、特開平１１－３０２５２９
号公報に記載の方法により製造しうる。
【００２３】
　ポリスチレン系重合体は、スチレン類化合物を重合して形成される構造単位（以下、適
宜「スチレン類単位」という。）を含む重合体である。スチレン類化合物の例としては、
スチレン及びスチレン誘導体が挙げられる。スチレン誘導体の例としては、スチレンのベ
ンゼン環またはα位に置換基が置換したものが挙げられる。
　スチレン類化合物の例を挙げると、スチレン；メチルスチレン、２，４－ジメチルスチ
レン等のアルキルスチレン；クロロスチレン等のハロゲン化スチレン；クロロメチルスチ
レン等のハロゲン置換アルキルスチレン；メトキシスチレン等のアルコキシスチレン；な
どが挙げられる。中でもスチレン類化合物としては、置換基を有しないスチレンが好まし
い。また、スチレン類化合物は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率
で組み合わせて用いてもよい。
【００２４】
　樹脂ｐ１が含むポリスチレン系重合体としては、シンジオタクチック構造を有するもの
を用いる。ここで、ポリスチレン系重合体がシンジオタクチック構造を有する、とは、ポ
リスチレン系重合体の立体化学構造がシンジオタクチック構造となっていることをいう。
また、シンジオタクチック構造とは、炭素－炭素結合で形成される主鎖に対して、側鎖で
あるフェニル基が、フィッシャー投影式において、交互に反対方向に位置する立体構造の
ことをいう。
【００２５】
　ポリスチレン重合体のタクティシティー（ｔａｃｔｉｃｉｔｙ：立体規則性）は、同位
体炭素による核磁気共鳴法（１３Ｃ－ＮＭＲ法）により定量されうる。１３Ｃ－ＮＭＲ法
により測定されるタクティシティーは、連続する複数個の構成単位の存在割合により示す
ことができる。一般に、例えば、連続する構成単位が２個の場合はダイアッド、３個の場
合はトリアッド、５個の場合はペンタッドとなる。この場合、前記シンジオタクチック構
造を有するポリスチレン系重合体とは、ラセミダイアッドで通常７５％以上、好ましくは
８５％以上のシンジオタクティシティーを有するか、若しくは、ラセミペンタッドで通常
３０％以上、好ましくは５０％以上のシンジオタクティシティーを有することをいう。ど
の場合も、シンジオタクティシティーの上限は、理想的には１００％としうる。
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【００２６】
　ポリスチレン系重合体の例としては、ポリスチレン、ポリ（アルキルスチレン）、ポリ
（ハロゲン化スチレン）、ポリ（ハロゲン化アルキルスチレン）、ポリ（アルコキシスチ
レン）、ポリ（ビニル安息香酸エステル）、及びこれらの水素化重合体、並びにこれらの
共重合体が挙げられる。
　ポリ（アルキルスチレン）としては、例えばポリ（メチルスチレン）、ポリ（エチルス
チレン）、ポリ（イソピルスチレン）、ポリ（ｔ－ブチルスチレン）、ポリ（フェニルス
チレン）、ポリ（ビニルナフタレン）、ポリ（ビニルスチレン）などが挙げられる。
　ポリ（ハロゲン化スチレン）としては、例えば、ポリ（クロロスチレン）、ポリ（ブロ
モスチレン）、ポリ（フルオロスチレン）などが挙げられる。
　ポリ（ハロゲン化アルキルスチレン）としては、例えば、ポリ（クロロメチルスチレン
）などが挙げられる。
　ポリ（アルコキシスチレン）としては、例えば、ポリ（メトキシスチレン）、ポリ（エ
トキシスチレン）などが挙げられる。
【００２７】
　これらのうち特に好ましいポリスチレン系重合体としては、ポリスチレン、ポリ（ｐ－
メチルスチレン）、ポリ（ｍ－メチルスチレン）、ポリ（ｐ－ｔ－ブチルスチレン）、ポ
リ（ｐ－クロロスチレン）、ポリ（ｍ－クロロスチレン）、ポリ（ｐ－フルオロスチレン
）、水素化ポリスチレン、及びこれらの構造単位を含む共重合体が挙げられる。
【００２８】
　また、ポリスチレン系重合体は、１種類の構造単位のみを有する単独重合体であっても
よく、２種類以上の構造単位を有する共重合体であってもよい。また、ポリスチレン系重
合体が共重合体である場合、２種類以上のスチレン類単位を含む共重合体であってもよく
、スチレン類単位とスチレン類単位以外の構造単位とを含む共重合体であってもよい。た
だし、ポリスチレン系重合体がスチレン類単位とスチレン類単位以外の構造単位とを含む
共重合体である場合、ポリスチレン系重合体中のスチレン類単位以外の構造単位の含有量
は、本発明の効果を著しく損なわない程度に少なくすることが好ましい。具体的には、ポ
リスチレン系重合体におけるスチレン類単位の含有量は、通常８０重量％以上、好ましく
は８３重量％以上、より好ましくは８５重量％以上である。通常は、スチレン類単位の量
をこのような範囲にすることで、製造される位相差層に所望のレターデーションを発現さ
せることができる。
【００２９】
　ポリスチレン系重合体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組
み合わせて用いてもよい。
【００３０】
　ポリスチレン系重合体の重量平均分子量は、通常１３０，０００以上、好ましくは１４
０，０００以上、より好ましくは１５０，０００以上であり、通常３００，０００以下、
好ましくは２７０，０００以下、より好ましくは２５０，０００以下である。このような
重量平均分子量とすると、ポリスチレン系重合体のガラス転移温度を高めて、位相差層の
耐熱性を安定して改善することができる。
【００３１】
　ポリスチレン系重合体のガラス転移温度は、通常８５℃以上、好ましくは９０℃以上、
より好ましくは９５℃以上である。このようにポリスチレン系重合体のガラス転移温度を
高めることにより、樹脂ｐ１のガラス転移温度を効果的に高め、ひいては位相差層の耐熱
性を安定して改善することができる。また、光学積層体の製造を安定して容易に行う観点
から、ポリスチレン系重合体のガラス転移温度は、通常１６０℃以下、好ましくは１５５
℃以下、より好ましくは１５０℃以下である。
【００３２】
　シンジオタクチック構造を有するポリスチレン系重合体は、例えば、不活性炭化水素溶
媒中又は溶媒の不存在下において、チタン化合物及び水とトリアルキルアルミニウムの縮
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合生成物を触媒として、スチレン類化合物を重合することにより製造しうる（特開昭６２
－１８７７０８号公報参照）。また、ポリ（ハロゲン化アルキルスチレン）については、
例えば、特開平１－４６９１２号公報に記載の方法により製造しうる。さらに、これらの
水素化重合体は、例えば特開平１－１７８５０５号公報記載の方法により製造しうる。
【００３３】
　樹脂ｐ１において、ポリフェニレンエーテルの含有量／ポリスチレン系重合体の含有量
の重量比は、２５／７５より大きく、且つ３５／６５より小さい。ポリフェニレンエーテ
ルの含有量／ポリスチレン系重合体の含有量の重量比は、好ましくは２６／７４以上、よ
り好ましくは２８／７２以上であり、好ましくは３４／６６以下、より好ましくは３２／
６８以下である。
　ポリフェニレンエーテルとポリスチレン系重合体との比率を前記範囲内とすることによ
り、薄く、且つ視野角補償性能が高い光学積層体を得ることができる。
【００３４】
　本発明の効果を著しく損なわない限り、樹脂ｐ１は、ポリフェニレンエーテル及びポリ
スチレン系重合体以外の成分を含んでいてもよい。
　例えば、樹脂ｐ１は、上述したポリフェニレンエーテル及びポリスチレン系重合体以外
にも重合体を含んでいてもよい。ポリフェニレンエーテル及びポリスチレン系重合体以外
の重合体の量は、ポリフェニレンエーテル及びポリスチレン系重合体の合計量を１００重
量部として、１５重量部以下が好ましく、１０重量部以下がより好ましく、５重量部以下
が特に好ましい。
【００３５】
　また、例えば、樹脂ｐ１は、配合剤を含んでいてもよい。配合剤の例を挙げると、層状
結晶化合物；微粒子；酸化防止剤、熱安定剤、光安定剤、耐候安定剤、紫外線吸収剤、近
赤外線吸収剤等の安定剤；可塑剤：染料及び顔料等の着色剤；帯電防止剤；などが挙げら
れる。また、配合剤は、１種類を用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて
用いてもよい。
　配合剤の量は、本発明の効果を著しく損なわない範囲で適宜定めうる。例えば位相差層
の全光線透過率を８５％以上に維持できる範囲である。
【００３６】
　上述した中でも、配合剤としては、可撓性及び耐候性を向上させることができる点で、
微粒子及び紫外線吸収剤が好ましい。
　微粒子としては、例えば、二酸化ケイ素、二酸化チタン、酸化マグネシウム、炭酸カル
シウム、炭酸マグネシウム、硫酸バリウム、硫酸ストロンチウムなどの無機粒子；ポリメ
チルアクリレート、ポリメチルメタクリレート、ポリアクリロニトリル、セルロースアセ
テート、セルロースアセテートプロピオネートなどの有機粒子が挙げられる。中でも、有
機粒子が好ましい。
【００３７】
　紫外線吸収剤としては、例えば、オキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール
系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系紫外線吸収剤、ベンゾトリア
ゾール系紫外線吸収剤、アクリロニトリル系紫外線吸収剤、トリアジン系化合物、ニッケ
ル錯塩系化合物、無機粉体などが挙げられる。好適な紫外線吸収剤の例としては、２，２
’－メチレンビス（４－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾ
トリアゾール－２－イル）フェノール）、２－（２’－ヒドロキシ－３’－ｔｅｒｔ－ブ
チル－５’－メチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２，４－ジ－ｔｅｒｔ
－ブチル－６－（５－クロロベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール、２，２’－ジ
ヒドロキシ－４，４’－ジメトキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロ
キシベンゾフェノンが挙げられ、特に好適なものとしては、２，２’－メチレンビス（４
－（１，１，３，３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イ
ル）フェノールが挙げられる。
【００３８】
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　樹脂ｐ１のガラス転移温度は、好ましくは１１５℃以上、より好ましくは１１８℃以上
、さらにより好ましくは１２０℃以上である。樹脂ｐ１はポリフェニレンエーテル及びポ
リスチレン系重合体を組み合わせて含むので、ポリスチレン系重合体のみを含む樹脂と比
べて、ガラス転移温度を高めることができる。ガラス転移温度がこのように高いことによ
り、樹脂ｐ１の配向緩和を低減することができるので、耐熱性に優れた位相差層を実現で
きる。また、樹脂ｐ１のガラス転移温度の上限に特に制限は無いが、通常は２００℃以下
である。
【００３９】
　樹脂ｐ１は、通常、ヘイズが小さい。これは、ポリフェニレンエーテル及びポリスチレ
ン系重合体の分散性が優れるために、ポリフェニレンエーテルとポリスチレン系重合体と
を容易に混練できるからである。具体的なヘイズの範囲は、位相差層に求められる透明性
の程度に応じて設定してもよい。例えば厚み１ｍｍでの樹脂ｐ１のヘイズの値は、通常１
０％以下、好ましくは５％以下であり、理想的には０％である。
【００４０】
　［１－２．樹脂ｐ２］
　樹脂ｐ２は、脂環式構造含有重合体を含む。
　脂環式構造含有重合体は、重合体の繰り返し単位中に脂環式構造を有する重合体であり
、主鎖に脂環式構造を有する重合体、及び、側鎖に脂環式構造を有する重合体のいずれを
用いてもよい。脂環式構造含有重合体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任
意の比率で組み合わせて用いてもよい。中でも、機械的強度、耐熱性などの観点から、主
鎖に脂環式構造を含有する重合体が好ましい。
【００４１】
　脂環式構造としては、例えば、飽和脂環式炭化水素（シクロアルカン）構造、不飽和脂
環式炭化水素（シクロアルケン、シクロアルキン）構造などが挙げられる。中でも、機械
強度、耐熱性などの観点から、シクロアルカン構造及びシクロアルケン構造が好ましく、
中でもシクロアルカン構造が特に好ましい。
【００４２】
　脂環式構造を構成する炭素原子数は、一つの脂環式構造あたり、好ましくは４個以上、
より好ましくは５個以上であり、好ましくは３０個以下、より好ましくは２０個以下、特
に好ましくは１５個以下の範囲であるときに、機械強度、耐熱性、及びフィルムの成形性
が高度にバランスされ、好適である。
【００４３】
　脂環式構造含有重合体中の、脂環式構造を有する繰り返し単位の割合は、使用目的に応
じて適宜選択してもよく、好ましくは３０重量％以上、より好ましくは５０重量％以上、
さらに好ましくは７０重量％以上、特に好ましくは９０重量％以上である。脂環式構造含
有重合体中の脂環式構造を有する繰り返し単位の割合がこの範囲にあると、位相差層Ｐ２
の耐熱性の観点から好ましい。
【００４４】
　脂環式構造含有重合体の例としては、ノルボルネン系重合体、単環の環状オレフィン系
重合体、環状共役ジエン系重合体、ビニル脂環式炭化水素系重合体、及び、これらの水素
化物を挙げることができる。これらの中で、ノルボルネン系重合体は、透明性及び成形性
が良好なため、好適である。
【００４５】
　ノルボルネン系重合体の例としては、ノルボルネン構造を有する単量体の開環重合体、
若しくはノルボルネン構造を有する単量体と他の単量体との開環共重合体、又はそれらの
水素化物；ノルボルネン構造を有する単量体の付加重合体、若しくはノルボルネン構造を
有する単量体と他の単量体との付加共重合体、又はそれらの水素化物を挙げることができ
る。これらの中で、ノルボルネン構造を有する単量体の開環（共）重合体水素化物は、透
明性、成形性、耐熱性、低吸湿性、寸法安定性、軽量性などの観点から、特に好適である
。ここで「（共）重合体」とは、重合体及び共重合体のことをいう。
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　また、脂環式構造を有する重合体は、例えば特開２００２－３２１３０２号公報に開示
されている公知の重合体から選択しうる。
【００４６】
　ノルボルネン系重合体の中でも、繰り返し単位として、Ｘ：ビシクロ［３．３．０］オ
クタン－２，４－ジイル－エチレン構造と、Ｙ：トリシクロ［４．３．０．１２，５］デ
カン－７，９－ジイル－エチレン構造とを有し、これらの繰り返し単位の含有量が、ノル
ボルネン系重合体の繰り返し単位全体に対して９０重量％以上であり、かつ、Ｘの含有割
合とＹの含有割合との比が、Ｘ：Ｙの重量比で１００：０～４０：６０であるものが好ま
しい。このような樹脂を用いることにより、長期的に寸法変化がなく、光学特性の安定性
に優れる光学積層体を得ることができる。
【００４７】
　繰り返し単位Ｘを与える単量体の例としては、ノルボルネン環に五員環が結合した構造
を有するノルボルネン系単量体が挙げられる。そのような単量体のより具体的な例として
は、トリシクロ[４．３．０．１２，５]デカ－３，７－ジエン（慣用名：ジシクロペンタ
ジエン）及びその誘導体（環に置換基を有するもの）、並びに７，８－ベンゾトリシクロ
[４．３．０．１０，５]デカ－３－エン（慣用名：メタノテトラヒドロフルオレン）及び
その誘導体が挙げられる。
　繰り返し単位Ｙを与える単量体の例としては、テトラシクロ[４．４．０．１２，５．
１７，１０]デカ－３，７－ジエン（慣用名：テトラシクロドデセン）及びその誘導体（
環に置換基を有するもの）が挙げられる。
【００４８】
　このようなノルボルネン系重合体を得る手段の例としては、具体的にはａ）繰り返し単
位Ｘを与える単量体及び繰り返し単位Ｙを与える単量体との共重合において、単量体の仕
込み比を適宜制御し、上記好ましいＸ：Ｙの重量比の重合体を得、さらに必要に応じて重
合体中の不飽和結合を水素化する方法、及びｂ）繰り返し単位Ｘを有する重合体と、繰り
返し単位Ｙを有する重合体とを、所望の割合で混合する方法が挙げられる。
【００４９】
　脂環式構造含有重合体のガラス転移温度は、好ましくは１１５℃以上、より好ましくは
１２０℃以上である。また、脂環式構造含有重合体のガラス転移温度の上限に特に制限は
無いが、好ましくは２００℃以下である。このような範囲のガラス転移温度とすることに
より、樹脂ｐ２の配向緩和を低減することができるので、耐熱性に優れた位相差層を実現
できる。
【００５０】
　脂環式構造含有重合体の分子量は、溶媒としてシクロヘキサン（重合体が溶解しない場
合はトルエン）を用いたゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー（以下、「ＧＰＣ
」と略す。）で測定したポリイソプレン又はポリスチレン換算の重量平均分子量（Ｍｗ）
で、通常５，０００～１００，０００、好ましくは８，０００～８０，０００、より好ま
しくは１０，０００～５０，０００である。重量平均分子量がこのような範囲にあるとき
に、光学積層体の機械的強度及び成形加工性が高度にバランスされ好適である。
【００５１】
　脂環式構造含有重合体の分子量分布（重量平均分子量（Ｍｗ）／数平均分子量（Ｍｎ）
）は特に制限されないが、好ましくは１．０～１０．０、より好ましくは１．０～４．０
、さらにより好ましくは１．２～３．５の範囲である。
【００５２】
　脂環式構造含有重合体は、その分子量２，０００以下の樹脂成分（すなわち、オリゴマ
ー成分）の含有量が好ましくは５重量％以下、より好ましくは３重量％以下、さらにより
好ましくは２重量％以下である。オリゴマー成分の量が多いと樹脂積層体を延伸する際に
、表面に微細な凹凸が発生したり、厚さムラを生じたりして面精度が悪くなる。
【００５３】
　オリゴマー成分の量を低減するためには、重合触媒や水素化触媒の選択、重合、水素化
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などの反応条件、樹脂を成形用材料としてペレット化する工程における温度条件、などを
最適化すればよい。オリゴマーの成分量は、シクロヘキサン（重合体が溶解しない場合は
トルエン）を用いたゲル・パーミエーション・クロマトグラフィーによって測定すること
ができる。
【００５４】
　樹脂ｐ２は、本発明の効果を著しく損なわない限り、脂環式構造含有重合体以外にも任
意成分を含んでいてもよい。任意成分の例としては、酸化防止剤、熱安定剤、光安定剤、
紫外線吸収剤、帯電防止剤、分散剤、塩素捕捉剤、難燃剤、結晶化核剤、ブロッキング防
止剤、防曇剤、離型剤、顔料、有機又は無機の充填材、中和剤、滑剤、分解剤、金属不活
性化剤、汚染防止材、抗菌剤やその他の樹脂、及び熱可塑性エラストマーを挙げることが
できる。任意成分の添加量は、本発明の効果を損なわない範囲としうる。具体的には、任
意成分の添加量は、脂環式構造含有重合体１００重量部に対して、通常０～５重量部、好
ましくは０～３重量部である。
【００５５】
　［１－３．光学積層体の性質等］
　本発明の光学積層体は、樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１と、樹脂ｐ２からなる位相差層
Ｐ２とを備える。このような、樹脂ｐ１及びｐ２からなる層であって位相差層としての性
質を有する層は、樹脂ｐ１の層及び樹脂ｐ２の層のそれぞれを延伸してから貼合すること
により得ることができる。具体的な製造方法は後述する。
【００５６】
　位相差層Ｐ１のＮＺ係数ＮＺＰ１は、ＮＺＰ１＜０である。樹脂ｐ１として上に述べた
所定のものを用いることにより、ＮＺＰ１が当該範囲内である位相差層Ｐ１を容易に得る
ことができる。ＮＺＰ１を当該範囲内とすることにより、所望の光学的性質を有する光学
積層体を得ることができる。
　一方位相差層Ｐ２のＮＺ係数ＮＺｐ２は、ＮＺｐ２＞０．５としうる。
【００５７】
　本発明の光学積層体は、その入射角０°におけるレターデーションＲｅと入射角４０°
におけるレターデーションＲ４０とが０．９２≦Ｒ４０／Ｒｅ≦１．０８の関係を満たす
。当該関係を満たすことにより、良好な視野角補償性能を達成することができる。本発明
の光学積層体は、樹脂ｐ１として上記所定のものを用いることにより、このような関係を
満たしながら、且つ薄い光学積層体としうる。
【００５８】
　位相差層Ｐ１は、厚さが薄く、且つ厚み方向のレターデーションＲｔｈ（Ｐ１）が小さ
いものであることが、薄く且つ視野角補償性能が高い光学積層体を得る上で好ましい。具
体的には、位相差層Ｐ１の厚さは、好ましくは１５μｍ以下、より好ましくは１２μｍ以
下である。厚さの下限は、特に限定されないが、例えば５μｍ以上とすることができる。
　位相差層Ｐ１の厚み方向のレターデーションＲｔｈ（Ｐ１）は、好ましくは－５０ｎｍ
以下、より好ましくは－６０ｎｍ以下である。Ｒｔｈ（Ｐ１）の下限は、特に限定されな
いが、例えば－２００ｎｍ以上とすることができる。
　このような薄さ、及び小さいＲｔｈ（Ｐ１）を有する位相差層Ｐ１は、樹脂ｐ１として
上に述べた所定のものを用いることにより容易に得ることができる。
　一方位相差層Ｐ２の厚みは、３０μｍ以下としうる。位相差層Ｐ２の厚みの下限は、特
に限定されないが、例えば１０μｍ以上としうる。
【００５９】
　本発明の光学積層体においては、前記位相差層Ｐ１の面内レターデーションＲｅ（Ｐ１
）及び厚み方向レターデーションＲｔｈ（Ｐ１）、並びに前記位相差層Ｐ２の面内レター
デーションＲｅ（Ｐ２）及び厚み方向レターデーションＲｔｈ（Ｐ２）が、下記式（１）
及び式（２）を満たすことが好ましい。
　Ｒｅ（Ｐ１）＋Ｒｅ（Ｐ２）≧１００ｎｍ　　　式（１）
　－５０ｎｍ≦Ｒｔｈ（Ｐ１）＋Ｒｔｈ（Ｐ２）≦５０ｎｍ　　　式（２）
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　位相差層Ｐ１及びＰ２のレターデーションが式（１）及び式（２）を満たすことにより
、良好な視野角補償性能を達成することができる。本願においては、樹脂ｐ１及び樹脂ｐ
２として上に述べた所定のものを用い、さらにこれらを別々に延伸してから貼合すること
により、式（１）及び式（２）を満たす光学積層体を容易に製造しうる。
【００６０】
　本発明の光学積層体全体の面内リターデーションＲｅのバラツキは、好ましくは１０ｎ
ｍ以内、より好ましくは５ｎｍ以内、さらにより好ましくは２ｎｍ以内である。面内リタ
ーデーションＲｅのバラツキを、前記範囲にすることにより、液晶表示装置用の位相差フ
ィルムとして用いた場合に表示品質を良好なものにすることが可能になる。ここで、面内
リターデーションＲｅのバラツキは、光入射角０°（入射光線と本発明の積層体表面が直
交する状態）の時の正面リターデーションを光学積層体の幅方向に測定したとき（即ち、
光学積層体の幅方向に平行な１本の線上の複数の点において測定を行ったとき）の、その
正面リターデーション測定値の最大値と最小値との差である。
【００６１】
　本発明の光学積層体は、面内方向の遅相軸のバラツキが±５°以内であることが好まし
く、±３°以内であることがより好ましく、±１°以内であることがさらに好ましい。
　面内方向の遅相軸のばらつきを上記範囲にすることにより、本発明の光学積層体を位相
差フィルムとして、偏光板と貼り合わせて液晶表示装置に用いた際に、色むらや色ぬけの
ない良好な液晶表示を提供することができる。
　遅相軸のバラツキは、遅相軸を数点測定したときの測定値の算術平均値に対する各測定
値のばらつきとする。
【００６２】
　本発明の光学積層体においては、位相差層Ｐ１の遅相軸と、位相差層Ｐ２の遅相軸との
交差角が、好ましくは０°±１０°、より好ましくは０°±５°であることが好ましい。
　遅相軸の交差角を上記範囲になるように積層することにより、光学積層体を液晶表示装
置に組み込んだ際、光漏れを低減すると共に、視野角補償性能を良好なものにすることが
可能になる。
【００６３】
　本発明の光学積層体において、ＪＩＳ　Ｋ７１２８－１に準拠して測定される引裂き強
度が好ましくは２Ｎ／ｍｍ以上、さらに好ましくは２．５Ｎ／ｍｍ以上である。こうする
ことにより、光学積層体が偏光板と貼りあわせる際に裂けないようにすることができ、歩
留まりを向上できる。引裂き強度の上限は、特に限定されないが、例えば５０Ｎ／ｍｍ以
下としうる。
【００６４】
　本発明の光学積層体は、容易に製造が可能で、複屈折の高度な補償が可能なので、視野
角依存性に優れる位相差板として、またはこの光学積層体に偏光分離層を積層して輝度向
上フィルムとして、液晶表示装置、有機ＥＬ表示装置などの表示装置に広く応用可能であ
る。
【００６５】
　［１－４．光学積層体の製造方法］
　本発明の光学積層体は、下記工程（ｉ）～（ｖ）を含む製造方法（以下、単に「本発明
の製造方法」という）によって製造しうる。
　工程（ｉ）：樹脂ｐ１と、（メタ）アクリル重合体を含む樹脂ｐ３とを共押し出しして
、延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を得る工程。
　工程（ｉｉ）：延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を延伸し、樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１及
び樹脂ｐ３からなる保護層Ｐ３を含む延伸複層フィルムＦ（Ｉ）を得る工程。
　工程（ｉｉｉ）：脂環式構造含有重合体を含む樹脂ｐ２を押し出して、延伸前フィルム
ＰＦ（ＩＩ）を得る工程。
　工程（ｉｖ）：延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を延伸し、位相差層Ｐ２のフィルムＦ（Ｉ
Ｉ）を得る工程。
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　工程（ｖ）：位相差層Ｐ１と位相差層Ｐ２とを貼合する工程。
【００６６】
　本発明の製造方法は、さらに、
　工程（ｖｉ）：位相差層Ｐ１から保護層Ｐ３を剥離する工程。
　を含みうる。
【００６７】
　［１－５．樹脂ｐ３］
　樹脂ｐ３は、（メタ）アクリル重合体を含む樹脂である。（メタ）アクリル重合体とは
、（メタ）アクリル酸又は（メタ）アクリル酸誘導体の重合体を意味する。（メタ）アク
リル重合体としては、例えば、アクリル酸、アクリル酸エステル、アクリルアミド、アク
リロニトリル、メタクリル酸およびメタクリル酸エステルなどの単独重合体及び共重合体
が挙げられる。（メタ）アクリル重合体は強度が高く硬いため、保護層Ｐ３によって位相
差層Ｐ１を適切に保護できるので、延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を延伸する際の破断を防止
できる。
【００６８】
　（メタ）アクリル重合体としては、（メタ）アクリル酸エステルを重合して形成される
構造単位を含む重合体が好ましい。（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば（メタ
）アクリル酸のアルキルエステルが挙げられる。なかでも、（メタ）アクリル酸と炭素数
１～１５のアルカノール又はシクロアルカノールから誘導される構造のものが好ましく、
炭素数１～８のアルカノールから誘導される構造のものがより好ましい。炭素数を前記の
ように小さくすることにより、光学積層体の破断時の伸びを大きくすることができる。
【００６９】
　アクリル酸エステルの具体例としては、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリ
ル酸ｎ－プロピル、アクリル酸ｉ－プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｉ－ブ
チル、アクリル酸ｓｅｃ－ブチル、アクリル酸ｔ－ブチル、アクリル酸ｎ－ヘキシル、ア
クリル酸シクロヘキシル、アクリル酸ｎ－オクチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、ア
クリル酸ｎ－デシル、アクリル酸ｎ－ドデシルなどが挙げられる。
【００７０】
　また、メタクリル酸エステルの具体例としては、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エ
チル、メタクリル酸ｎ－プロピル、メタクリル酸ｉ－プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル
、メタクリル酸ｉ－ブチル、メタクリル酸ｓｅｃ－ブチル、メタクリル酸ｔ－ブチル、メ
タクリル酸ｎ－ヘキシル、メタクリル酸ｎ－オクチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル
、メタクリル酸ｎ－デシル、メタクリル酸ｎ－ドデシルなどが挙げられる。
【００７１】
　さらに、前記の（メタ）アクリル酸エステルは、本発明の効果を著しく損なわない範囲
であれば、例えば水酸基、ハロゲン原子などの置換基を有していてもよい。そのような置
換基を有する（メタ）アクリル酸エステルの例としては、アクリル酸２－ヒドロキシエチ
ル、アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、アクリル酸４－ヒドロキシブチル、メタクリル
酸２－ヒドロキシエチル、メタクリル酸２－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸４－ヒド
ロキシブチル、メタクリル酸３－クロロ－２－ヒドロキシプロピル、メタクリル酸グリシ
ジルなどが挙げられる。これらは、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の比
率で組み合わせて用いてもよい。
【００７２】
　また、（メタ）アクリル重合体は、（メタ）アクリル酸又は（メタ）アクリル酸誘導体
のみの重合体であってもよく、（メタ）アクリル酸又は（メタ）アクリル酸誘導体とこれ
に共重合可能な単量体との共重合体でもよい。共重合可能な単量体としては、例えば、（
メタ）アクリル酸エステル以外のα，β－エチレン性不飽和カルボン酸エステル単量体、
並びに、α，β－エチレン性不飽和カルボン酸単量体、アルケニル芳香族単量体、共役ジ
エン単量体、非共役ジエン単量体、カルボン酸不飽和アルコールエステル、およびオレフ
ィン単量体などが挙げられる。これらは、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任
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意の比率で組み合わせて用いてもよい。
【００７３】
　（メタ）アクリル酸エステル以外のα，β－エチレン性不飽和カルボン酸エステル単量
体の具体例としては、フマル酸ジメチル、フマル酸ジエチル、マレイン酸ジメチル、マレ
イン酸ジエチル、イタコン酸ジメチルなどが挙げられる。
【００７４】
　α，β－エチレン性不飽和カルボン酸単量体は、モノカルボン酸、多価カルボン酸、多
価カルボン酸の部分エステル及び多価カルボン酸無水物のいずれでもよい。その具体例と
しては、クロトン酸、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸、マレイン酸モノエチル、フマ
ル酸モノｎ－ブチル、無水マレイン酸、無水イタコン酸などが挙げられる。
【００７５】
　アルケニル芳香族単量体の具体例としては、スチレン、α－メチルスチレン、メチルα
－メチルスチレン、ビニルトルエンおよびジビニルベンゼンなどが挙げられる。
【００７６】
　共役ジエン単量体の具体例としては、１，３－ブタジエン、２－メチル－１，３－ブタ
ジエン、１，３－ペンタジエン、２，３－ジメチル－１，３－ブタジエン、２－クロル－
１，３－ブタジエン、シクロペンタジエンなどが挙げられる。
【００７７】
　非共役ジエン単量体の具体例としては、１，４－ヘキサジエン、ジシクロペンタジエン
、エチリデンノルボルネンなどが挙げられる。
【００７８】
　カルボン酸不飽和アルコールエステル単量体の具体例としては、酢酸ビニルなどが挙げ
られる。
【００７９】
　オレフィン単量体の具体例としては、エチレン、プロピレン、ブテン、ペンテンなどが
挙げられる。
【００８０】
　（メタ）アクリル重合体が共重合可能な単量体を含む場合、当該（メタ）アクリル重合
体における（メタ）アクリル酸又は（メタ）アクリル酸誘導体を重合して形成される構造
単位の含有量は、好ましくは５０重量％以上、より好ましくは８５重量％以上、特に好ま
しくは９０重量％以上である。
【００８１】
　また、（メタ）アクリル重合体は、１種類を単独で用いてもよく、２種類以上を任意の
比率で組み合わせて用いてもよい。
　これらの（メタ）アクリル重合体のうち、ポリメタクリレートが好ましく、中でもポリ
メチルメタクリレートがより好ましい。
【００８２】
　樹脂ｐ３は、ゴム粒子を含んでいてもよい。ゴム粒子を含むことにより、樹脂ｐ３の可
撓性を高め、耐衝撃性を向上させることができる。また、ゴム粒子によって保護層Ｐ３の
表面に凹凸が形成され、当該保護層Ｐ３の表面における接触面積が減少するので、通常は
、保護層Ｐ３の表面の滑り性を高めることができる。
【００８３】
　ゴム粒子を形成するゴムとしては、例えば、アクリル酸エステル重合体ゴム、ブタジエ
ンを主成分とする重合体ゴム、エチレン－酢酸ビニル共重合体ゴム等が挙げられる。アク
リル酸エステル重合体ゴムとしては、例えば、ブチルアクリレート、２－エチルヘキシル
アクリレート等を単量体単位の主成分とするものが挙げられる。これらの中でも、ブチル
アクリレートを主成分としたアクリル酸エステル重合体ゴム及びブタジエンを主成分とす
る重合体ゴムが好ましい。
【００８４】
　また、ゴム粒子には、２種類以上のゴムが含まれていてもよい。また、それらのゴムは
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、均一に混ぜ合わせられていてもよいが、層状になったものであってもよい。ゴムが層状
になったゴム粒子の例としては、ブチルアクリレート等のアルキルアクリレートとスチレ
ンとをグラフト化したゴム弾性成分からなるコアと、ポリメチルメタクリレート及びメチ
ルメタクリレートの一方又は両方とアルキルアクリレートとの共重合体からなる硬質樹脂
層（シェル）とが、コア－シェル構造で層を形成している粒子が挙げられる。
【００８５】
　ゴム粒子は、数平均粒子径が、０．０５μｍ以上であることが好ましく、０．１μｍ以
上であることがより好ましく、また、０．３μｍ以下であることが好ましく、０．２５μ
ｍ以下であることがより好ましい。数平均粒子径を前記範囲内とすることにより、保護層
Ｐ３の表面に適度な凹凸を形成して、積層体の滑り性を向上させることができる。
【００８６】
　ゴム粒子の量は、（メタ）アクリル重合体１００重量部に対して、好ましくは５重量部
以上であり、好ましくは５０重量部以下である。ゴム粒子の量を前記範囲内とすることに
より積層体の耐衝撃性を高めてハンドリング性を向上させることができる。
【００８７】
　また、樹脂ｐ３は、本発明の効果を著しく損なわない限り、（メタ）アクリル重合体及
びゴム粒子以外の成分を含んでいてもよい。例えば、（メタ）アクリル重合体以外に他の
重合体を含んでいてもよい。ただし、本発明の利点を顕著に発揮させる観点からは、樹脂
ｐ３において（メタ）アクリル重合体以外の重合体の量は少ないことが好ましい。（メタ
）アクリル重合体以外の重合体の具体的な量は、例えば（メタ）アクリル重合体１００重
量部に対して、１０重量部以下が好ましく、５重量部以下がより好ましく、３重量部以下
が更に好ましい。中でも、全く含まないことが特に好ましい。
【００８８】
　また、樹脂ｐ３は、例えば配合剤などを含んでいてもよい。配合剤の例としては、樹脂
ｐ１が含んでいてもよい配合剤と同様の例が挙げられる。なお、配合剤は１種類を単独で
用いてもよく、２種類以上を任意の比率で組み合わせて用いてもよい。また、配合剤の量
は、本発明の効果を著しく損なわない範囲で適宜定めることができる。
【００８９】
　樹脂ｐ３のガラス転移温度は、通常９０℃以上、好ましくは９５℃以上、より好ましく
は１００℃以上であり、通常１４５℃以下、好ましくは１４０℃以下、より好ましくは１
３５℃以下である。樹脂ｐ３のガラス転移温度を前記範囲の下限値以上にすることにより
樹脂ペレットを高温で乾燥する時のブロッキングを抑制できるので、水分の混入を防止で
き、また、上限値以下にすることにより溶融押出で成形する際の温度を低くでき、フィル
ムに異物が混入することを防止できる。
【００９０】
　［１－６．工程（ｉ）：延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）］
　延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）は、樹脂ｐ１と樹脂ｐ３とを共押し出しして得られるフィル
ムであり、通常、これらの樹脂の層を有する複層構造のフィルムである。延伸前フィルム
ＰＦ（Ｉ）は、樹脂ｐ１の層を２層以上備えていてもよいが、通常は１層だけを備える。
　延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）における樹脂ｐ１の層の厚みは、延伸後に所望のレターデー
ションが発現するように適切な厚みに設定しうる。延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）における樹
脂ｐ１の層の具体的な厚みは、十分なレターデーション及び機械的強度を得る観点からは
、好ましくは１０μｍ以上、より好ましくは２０μｍ以上であり、柔軟性及びハンドリン
グ性を良好にする観点からは、好ましくは２００μｍ以下、より好ましくは１００μｍ以
下である。
【００９１】
　延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）は、樹脂ｐ３の層を１層のみ備えていてもよいが、２層以上
備えていてもよい。
【００９２】
　また通常、延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）は、長尺のフィルムとして用意される。延伸前フ
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ィルムを長尺のフィルムとすることにより、それを延伸したフィルムＦ（Ｉ）、及び製品
たる光学積層体も長尺のフィルムとして製造することができる。ここで、フィルムが「長
尺」とは、その幅に対して、少なくとも５倍以上の長さを有するものをいい、好ましくは
１０倍若しくはそれ以上の長さを有し、具体的にはロール状に巻き取られて保管又は運搬
される程度の長さを有するものをいう。幅に対する長さの倍率の上限は、特に限定されな
いが、通常５０００倍以下としうる。長尺のフィルムは製造ラインにおいて、長手方向に
連続的に搬送しながら製造工程を行なうことができる。このため、位相差フィルムを製造
する場合に、各工程の一部または全部をインラインで行うことが可能であるので、製造を
簡便且つ効率的に行なうことができる。
【００９３】
　延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）において、樹脂ｐ１の層の厚みのばらつきは全面で１μｍ以
下であることが好ましい。これにより、位相差フィルムの色調のばらつきを小さくできる
。また、位相差フィルムの長期使用後の色調変化を均一にできるようになる。
【００９４】
　樹脂ｐ１の層の厚みのばらつきを全面で１μｍ以下とするためには、例えば共押出成形
法を用いる場合には、（１）押出機内に目開きが２０μｍ以下のポリマーフィルターを設
ける；（２）ギヤポンプを５ｒｐｍ以上で回転させる；（３）ダイス周りに囲い手段を配
置する；（４）エアギャップを２００ｍｍ以下とする；（５）フィルムを冷却ロール上に
キャストする際にエッジピニングを行う；および（６）押出機として二軸押出機又はスク
リュー形式がダブルフライト型の単軸押出機を用いる；を行うようにしてもよい。
【００９５】
　樹脂ｐ１の層の厚みは、市販の接触式厚み計を用いて、フィルムの総厚を測定し、次い
で厚み測定部分を切断し断面を光学顕微鏡で観察して、各層の厚み比を求めて、その比率
より計算できる。また以上の操作をフィルムの長手方向及び幅方向において一定間隔毎に
行い、厚みの平均値Ｔａｖｅおよびばらつきを求めることができる。
　ここで、厚みのばらつき（μｍ）は、Ｔａｖｅ－Ｔｍｉｎ、及びＴｍａｘ－Ｔａｖｅの
うちの大きい方をいう。また、Ｔａｖｅは上記で測定した測定値の算術平均値を表し、Ｔ

ｍａｘは測定した厚みＴの内の最大値を表し、Ｔｍｉｎは最小値を表す。
【００９６】
　また、延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）中の残留溶剤の含有量は少なくすることが好ましい。
そのための手段としては、（１）原料となる樹脂の残留溶剤を少なくする；（２）延伸前
フィルムを成形する前に樹脂を予備乾燥する；などの手段が挙げられる。予備乾燥は、例
えば樹脂をペレットなどの形態にして、熱風乾燥機などで行われる。乾燥温度は１００℃
以上が好ましく、乾燥時間は２時間以上が好ましい。予備乾燥を行うことにより、延伸前
フィルムに含まれる残留溶剤を低減させることができ、さらに押し出されたシート状の樹
脂の発泡を防ぐことができる。
【００９７】
　樹脂ｐ１と樹脂ｐ３との共押し出しの具体的な方法の例としては、例えば、共押出Ｔダ
イ法、共押出インフレーション法、共押出ラミネーション法等が挙げられるが、なかでも
共押出Ｔダイ法が好ましい。また、共押出Ｔダイ法にはフィードブロック方式およびマル
チマニホールド方式があるが、厚さのばらつきを少なくできる点でマルチマニホールド方
式が特に好ましい。
【００９８】
　共押出Ｔダイ法を採用する場合、Ｔダイを有する押出機における樹脂の溶融温度は、樹
脂ｐ１及び樹脂ｐ３のガラス転移温度よりも、８０℃高い温度以上にすることが好ましく
、１００℃高い温度以上にすることがより好ましく、また、１８０℃高い温度以下にする
ことが好ましく、１５０℃高い温度以下にすることがより好ましい。押出機での溶融温度
を前記範囲の下限値以上にすることにより樹脂の流動性を十分に高くでき、上限値以下と
することにより樹脂が劣化を防止できる。
【００９９】
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　押出成形法ではダイスの開口部から押出されたシート状の溶融樹脂を冷却ドラムに密着
させる。溶融樹脂を冷却ドラムに密着させる方法は、特に制限されず、例えば、エアナイ
フ方式、バキュームボックス方式、静電密着方式などが挙げられる。
　冷却ドラムの数は特に制限されないが、通常は２本以上である。また、冷却ドラムの配
置方法としては、例えば、直線型、Ｚ型、Ｌ型などが挙げられるが特に制限されない。ま
たダイスの開口部から押出された溶融樹脂の冷却ドラムへの通し方も特に制限されない。
【０１００】
　冷却ドラムの温度により、押出されたシート状の樹脂の冷却ドラムへの密着具合が変化
する。冷却ドラムの温度を上げると密着はよくなるが、温度を上げすぎるとシート状の樹
脂が冷却ドラムから剥がれずに、ドラムに巻きつく不具合が発生するおそれがある。その
ため、冷却ドラムの温度は、好ましくはダイスから押し出されてドラムに接触する層の樹
脂のガラス転移温度をＴｇとすると、（Ｔｇ＋３０）℃以下、さらに好ましくは（Ｔｇ－
５）℃～（Ｔｇ－４５）℃の範囲にする。そうすることにより滑りやキズなどの不具合を
防止することができる。
【０１０１】
　［１－７．工程（ｉｉ）：延伸複層フィルムＦ（Ｉ）］
　延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を延伸することにより、樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１及び
樹脂ｐ３からなる保護層Ｐ３を含む延伸複層フィルムＦ（Ｉ）が得られる。比較的強度が
低い位相差層Ｐ１に接して、強度が高い保護層Ｐ３が設けられているので、延伸による破
断を生じることなく延伸を実行できる。また、位相差層Ｐ１が保護層Ｐ３で保護されるた
め、位相差層Ｐ１と保護層Ｐ３との境界においては位相差層Ｐ１の成分がブリードアウト
を生じることはない。したがって、インラインで光学積層体を安定的に製造できるので、
長尺の光学積層体の効率的な製造が可能になる。
【０１０２】
　延伸の操作としては、例えば、ロール間の周速の差を利用して長手方向に一軸延伸する
方法（縦一軸延伸）；テンターを用いて幅方向に一軸延伸する方法（横一軸延伸）；縦一
軸延伸と横一軸延伸とを順に行う方法（逐次二軸延伸）；延伸前フィルムの長手方向に対
して斜め方向に延伸する方法（斜め延伸）；等を採用してもよい。
【０１０３】
　延伸する際のフィルム温度は、樹脂ｐ１のガラス転移温度をＴｇ（℃）とすると、Ｔｇ
－２０～Ｔｇ＋２０℃であることが好ましく、Ｔｇ－５～Ｔｇ＋５℃であることがより好
ましい。また、延伸倍率は、例えば１．５～８．０倍としうる。延伸の回数は、１回でも
よく、２回以上であってもよい。
【０１０４】
　また、延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）から延伸複層フィルムＦ（Ｉ）を製造する際には、上
述した以外の工程を行ってもよい。
　例えば、延伸される前に延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）に対して予熱処理を施してもよい。
延伸前フィルムを加熱する手段としては、例えば、オーブン型加熱装置、ラジエーション
加熱装置、又は液体中に浸すことなどが挙げられる。中でもオーブン型加熱装置が好まし
い。予熱工程における加熱温度は、通常は延伸温度－４０℃以上、好ましくは延伸温度－
３０℃以上であり、通常は延伸温度＋２０℃以下、好ましくは延伸温度＋１５℃以下であ
る。なお延伸温度とは、加熱装置の設定温度を意味する。
【０１０５】
　また、例えば、得られた光学積層体に対して固定化処理を施してもよい。固定処理にお
ける温度は、通常は室温以上、好ましくは「延伸温度－４０℃」以上であり、通常「延伸
温度＋３０℃」以下、好ましくは「延伸温度＋２０℃」以下である。
　さらに、必要に応じて、光学積層体の保護及び取り扱い性の向上のため、例えばマット
層、ハードコート層、反射防止層、防汚層等の他のフィルムを貼り合せてもよい。
【０１０６】
　［１－８．工程（ｉｉｉ）及び（ｉｖ）：延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）及びフィルムＦ



(19) JP 6485348 B2 2019.3.20

10

20

30

40

50

（ＩＩ）］
　工程（ｉｉｉ）では、樹脂ｐ２を押し出して、延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を得る。押
し出し温度は、樹脂ｐ２のガラス転移温度に応じて適宜選択され得る。延伸前フィルムＰ
Ｆ（ＩＩ）の厚さは、延伸後の位相差層Ｐ２の厚さが所望の厚さとなるよう適宜調整し得
る。延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）同様延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）も、通常、長尺のフィル
ムとして用意される。
【０１０７】
　工程（ｉｖ）では、延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を延伸し、位相差層Ｐ２のフィルムＦ
（ＩＩ）を得る。延伸は、通常、一軸延伸により行ないうる。延伸の具体的な方法は特に
制限はなく、工程（ｉｉ）で挙げた方法と同様の方法を採用し得る。
【０１０８】
　工程（ｉｖ）における延伸温度は、樹脂ｐ２のガラス転移温度をＴｇとすると、好まし
くは（Ｔｇ－３０℃）から（Ｔｇ＋６０℃）の間、より好ましくは（Ｔｇ－１０℃）から
（Ｔｇ＋５０℃）の温度範囲である。また、延伸倍率は、通常１．０１～３０倍、好まし
くは１．０１～１０倍、より好ましくは１．０１～５倍である。工程（ｉｖ）における延
伸条件は、得られる光学積層体が所望の位相差を有するように適宜調整しうる。
【０１０９】
　［１－９．工程（ｖ）］
　工程（ｖ）では、位相差層Ｐ１と位相差層Ｐ２とを貼合する。即ち、延伸複層フィルム
Ｆ（Ｉ）とフィルムＦ（ＩＩ）とを、位相差層Ｐ１と位相差層Ｐ２とが貼合するような態
様で貼合する。従って、例えば延伸複層フィルムＦ（Ｉ）の両面に保護層Ｐ３が存在する
場合には、それらのうち少なくとも一方を剥離してから貼合を行う。
【０１１０】
　工程（ｖ）における貼合は、接着剤や粘着剤等の適宜な接着手段を用いて行いうる。接
着剤又は粘着剤としては、例えば、アクリル系、シリコーン系、ポリエステル系、ポリウ
レタン系、ポリエーテル系、ゴム系等が挙げられる。これらの中でも、耐熱性や透明性等
の観点から、アクリル系のものが好ましい。
【０１１１】
　工程（ｖ）における貼合は、ロールトゥーロールで行いうる。即ち、長尺の延伸複層フ
ィルムＦ（Ｉ）と、長尺のフィルムＦ（ＩＩ）とを、それぞれ繰り出し、接着剤又は粘着
剤の塗布、貼合の操作を連続的に行い、長尺の貼合物を得ることができる。かかる態様の
貼合により、効率的な製造を行いうる。
【０１１２】
　工程（ｖ）における貼合は、延伸複合フィルム（Ｉ）中の位相差層Ｐ１の遅相軸と、位
相差層Ｐ２の遅相軸との交差角が、好ましくは０°±１０°、より好ましくは０°±５°
となるように行う。
　このような角度の貼合は、工程（ｉｉ）及び工程（ｉｖ）の延伸において、長尺のフィ
ルムの長手方向に対するそれぞれの遅相軸が所定の方向となるよう延伸を行い、工程（ｖ
）でロールトゥーロールの貼合を行うことにより達成しうる。但しこれには限られず、延
伸複合フィルムＦ（Ｉ）とフィルムＦ（ＩＩ）とを、長手方向を揃えない角度で貼合して
、遅相軸を揃えるよう製造を行ってもよい。
【０１１３】
　［１－１０．工程（ｖｉ）］
　工程（ｖｉ）では、位相差層Ｐ１から保護層Ｐ３を剥離する。工程（ｖｉ）は、実行可
能な任意の段階において行ないうる。例えば、工程（ｉｉ）の終了後から、工程（ｖ）の
終了後までの任意の段階において行いうる。または、本発明の光学積層体を、他の部材（
偏光板等）と貼合した後に行うこともできる。前述のとおり、保護層Ｐ３を設けることに
より、破断を生じること無く良好な延伸を実行できるが、光学積層体の使用においては、
保護層Ｐ３が不要である場合がある。その場合、工程（ｖｉ）を行うことにより、良好な
延伸を実現しながら、且つ薄い光学積層体を得ることができる。
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【０１１４】
　本発明の製造方法により得られる光学積層体は、長尺の形状を有するものとしうる。こ
のような光学積層体は、位相差層Ｐ１として長尺の形状を有する層を含み、且つ位相差層
Ｐ２として長尺の形状を有する層を含むものとしうる。このような光学積層体は、延伸前
フィルムＰＦ（Ｉ）及び延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を長尺のフィルムとして用意し、こ
れらを延伸して延伸複層フィルムＦ（Ｉ）及びフィルムＦ（ＩＩ）を長尺のフィルムとし
て得て、これらを工程（ｖ）においてロールトゥーロールの貼合に用いることにより製造
しうる。
【０１１５】
　長尺の形状を有する光学積層体を製造する場合、かかる長尺の光学積層体において、位
相差層Ｐ１がその幅方向に遅相軸を有し、位相差層Ｐ２もその幅方向に遅相軸を有するこ
とが好ましい。このような態様の光学積層体は、偏光板の視野角補償層として好ましく用
いうる。
【０１１６】
　［２．偏光板複合体］
　本発明の偏光板複合体は、前記本発明の光学積層体と、偏光子とを備える。
　偏光子としては、例えばポリビニルアルコールや部分ホルマール化ポリビニルアルコー
ル等の従来に準じた適宜なビニルアルコール系ポリマーよりなるフィルムに、ヨウ素や二
色性染料等よりなる二色性物質による染色処理、延伸処理、架橋処理等の適宜な処理を適
宜な順序や方式で施したもので、自然光を入射させると直線偏光を透過する適宜なものを
用いることができる。特に、光透過率や偏光度に優れるものが好ましい。偏光子の厚さは
、５～８０μｍが一般的であるが、これに限定されない。
【０１１７】
　偏光子は、前記本発明の光学積層体の位相差層Ｐ１側および位相差層Ｐ２側のいずれに
設けられていてもよいが、位相差層Ｐ２側に設けられることが好ましい。偏光子は位相差
層Ｐ１または位相差層Ｐ２上に直接接して設けられていてもよいが、他の層を介して設け
られていてもよい。例えば、通常の偏光板は、偏光子と、その片面又は両面に設けられた
保護層とからなる構造を有するので、偏光子は、かかる保護層を介して、位相差層Ｐ１ま
たは位相差層Ｐ２上に設けられていてもよい。
【０１１８】
　保護層の素材としては、適宜な透明フィルムを用いることができる。中でも、透明性や
機械的強度、熱安定性や水分遮蔽性等に優れるポリマーからなるフィルム等が好ましく用
いられる。そのポリマーとしては、トリアセチルセルロースの如きアセテート系樹脂やポ
リエステル系樹脂、ポリエーテルスルホン系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリアミド
系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリオレフィン系樹脂、脂環式構造を有する重合体樹脂、ア
クリル系樹脂等があげられるが、中でも複屈折が小さい点で、アセテート系樹脂又は脂環
式構造を有する重合体樹脂が好ましく、透明性、低吸湿性、寸法安定性、軽量性などの観
点から、脂環式構造を有する重合体樹脂が特に好ましい。
　保護層の厚さは、任意であるが一般には偏光板の薄型化などを目的に５００μｍ以下、
好ましくは５～３００μｍ、特に好ましくは５～１５０μｍである。
【０１１９】
　偏光子又は偏光板は、接着剤又は粘着剤の層を介して、位相差層Ｐ２上に貼合すること
により設けうる。接着剤又は粘着剤としては、例えば、アクリル系、シリコーン系、ポリ
エステル系、ポリウレタン系、ポリエーテル系、ゴム系等が挙げられる。これらの中でも
、耐熱性や透明性等の観点から、アクリル系のものが好ましい。
【０１２０】
　偏光板複合体において、光学積層体の遅相軸と偏光子の透過軸とが、平行若しくは直交
となることが好ましい。このような偏光板複合体は、長手方向に対する遅相軸及び透過軸
の向きが所望の状態となった長尺の光学積層体及び偏光板を調製し、これらをロールトゥ
ーロールで貼り合わせることにより、効率的に製造しうる。
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【０１２１】
　本発明の偏光板複合体の厚さは、通常１００～７００μｍ、好ましくは２００～６００
μｍである。
【０１２２】
　［３．用途：液晶表示装置］
　本発明の光学積層体及び本発明の偏光板複合体は、液晶表示装置の構成要素として好ま
しく用いうる。例えば、本発明の光学積層体を、液晶表示装置の液晶セルの一方又は両方
の面側に設けることができる。具体的には、偏光板と液晶セルとの間に光学積層体を配置
する態様；又は偏光板の液晶セルと反対側の面上に光学積層体を配置する態様が挙げられ
る。本発明の光学積層体及び偏光板積層体は、長尺のものである場合、適当な大きさに裁
断してから液晶表示装置に組み込みうる。
　本発明の液晶表示装置は、偏光板を液晶セルの片側又は両側に配置してなる透過型や反
射型、あるいは透過・反射両用型等の従来に準じた適宜な構造を有するものとして形成す
ることができる。液晶セルに使用する液晶モードとしては、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅ
ｍａｔｉｃ）型、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＨＡＮ（
Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａ
ｌｉｇｎｍｅｎｔ）、ＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎ
ｔ）型、ＩＰＳ（Ｉｎ　Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）型、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌ
　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｅｄ　Ｂｅｎｄ）型、などが挙げられる。
【０１２３】
　好ましい例において、本発明の液晶表示装置は、入射側偏光子、液晶セル、出射側偏光
子をこの順に備えるＩＰＳモードの液晶表示装置であって、入射側偏光子および出射側偏
光子の少なくとも一方と液晶セルの間に、前記本発明の光学積層体を備える。この例にお
いて、光学積層体において位相差層Ｐ１の遅相軸と位相差層Ｐ２の遅相軸との交差角が０
°±１０°であり、且つ光学積層体の位相差層Ｐ１が液晶セル側に配置されていることが
、特に好ましい。このような構成を有することにより、位相差層と偏光子との接着性を高
いものとできる。
【実施例】
【０１２４】
　以下、実施例を示して本発明について具体的に説明するが、本発明は以下に示す実施例
に限定されるものではなく、本発明の特許請求の範囲及びその均等の範囲を逸脱しない範
囲において任意に変更して実施しうる。
　また、以下の説明において、量を表す「％」及び「部」は、別に断らない限り重量基準
である。
　さらに、以下に説明する操作は、別に断らない限り、常温及び常圧の条件において行っ
た。
【０１２５】
　［評価方法の説明］
　（１）ガラス転移温度
　ＪＩＳ　Ｋ７１２１に基づいて示差走査熱量分析法（ＤＳＣ）を用いて２０℃／分で昇
温して測定した。
【０１２６】
　（２）フィルム又は積層体の厚さ
　フィルム又は積層体の断面を光学顕微鏡で観察して測定した。積層体については各層毎
に測定した。
【０１２７】
　（３）レターデーション及びＮＺ係数
　ＡＸＯＭＥＴＲＩＣＳ社製「ＡｘｏＳｃａｎ」を用いて、測定波長５５０ｎｍにおいて
測定した。
【０１２８】



(22) JP 6485348 B2 2019.3.20

10

20

30

40

50

　（４）コントラスト
　タブレットデバイス（商品名「ｉＰａｄ」、第２世代、アップル社製）のＬＣＤパネル
から偏光板、位相差フィルムを除去し、その代わりに評価する偏光板複層体を、光学用透
明粘着シート（日東電工社製「ＬＵＣＩＡＣＳ　ＣＳ９６２１Ｔ」）を介して貼合した。
　装置を起動し、明表示、暗表示での輝度を、方位角０～３６０°、極角０～８０°の範
囲で、それぞれ５°刻みで走査し、測定した。
　各視野角での測定値について、明表示の輝度を暗表示の輝度で除したものを、その視野
角でのコントラストとし、上記視野角走査範囲内で最低のものを、コントラストの指標と
した。
【０１２９】
　（実施例１）
　（１－１．樹脂ｐ１のペレット）
　シンジオタクチックポリスチレン（出光興産社製「１３０－ＺＣ」、ガラス転移温度９
８℃、結晶化温度１４０℃）７０重量％とポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレン
オキサイド）（アルドリッチ社カタログＮｏ．１８２４２－７）３０重量％とを２軸押出
機で混錬し、透明な樹脂ｐ１のペレットを得た。得られた樹脂ｐ１のガラス転移温度は１
２５℃であった。
【０１３０】
　（１－２．延伸前フィルムＰＦ（Ｉ））
　二種二層の共押出成形用のフィルム成形装置を準備し、樹脂ｐ１のペレットを、ダブル
フライト型のスクリューを備えた一方の一軸押出機に投入して、溶融させた。
【０１３１】
　耐衝撃性ポリメチルメタクリレート樹脂ｐ３（住友化学社製「スミペックスＨＴ５５Ｘ
」）のペレットをダブルフライト型のスクリューを備えたもう一方の一軸押出機に投入し
て、溶融させた。
【０１３２】
　溶融された２９０℃の樹脂ｐ１を目開き１０μｍのリーフディスク形状のポリマーフィ
ルターを通してマルチマニホールドダイ（ダイスリップの表面粗さＲａ：０．１μｍ）の
一方のマニホールドに、溶融された２６０℃の樹脂ｐ３を目開き１０μｍのリーフディス
ク形状のポリマーフィルターを通してもう一方のマニホールドに、それぞれ供給した。
【０１３３】
　樹脂ｐ１および樹脂ｐ３を該マルチマニホールドダイから２８０℃で同時に押し出しフ
ィルム状に成形した。成形されたフィルム状溶融樹脂を表面温度１１０℃に調整された冷
却ロールにキャストし、次いで表面温度５０℃に調整された２本の冷却ロール間に通して
、樹脂ｐ１からなる層（厚さ２６μｍ）と樹脂ｐ３からなる層（厚さ６５μｍ）とからな
る、厚さ９１μｍの延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を得た。
【０１３４】
　（１－３．延伸複層フィルムＦ（Ｉ））
　得られた延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）を、樹脂ｐ１のガラス転移温度と等しい１２５℃で
、同時二軸延伸機（東洋精機社製）を用いてＭＤ方向に２．０倍、ＴＤ方向に１．３倍、
同時二軸延伸し、樹脂ｐ１からなる位相差層Ｐ１及び前記樹脂ｐ３からなる保護層Ｐ３を
含み、Ｒｅ６０ｎｍ、Ｒｔｈ－９０ｎｍの延伸複層フィルムＦ（Ｉ）を得た。位相差層Ｐ
１と保護層Ｐ３とは剥離可能であり、位相差層Ｐ１の厚みは１０μｍ、Ｐ３層の厚みは２
５μｍであった。
【０１３５】
　得られたフィルムＦ（Ｉ）の一部を切り出し、これから、保護層Ｐ３を剥離して試料を
得た。この試料の、位相差層Ｐ１のＮＺ係数ＮＺＰ１、面内レターデーションＲｅ（Ｐ１
）、及び厚み方向レターデーションＲｔｈ（Ｐ１）を測定した。その結果、ＮＺＰ１＝－
１．０、Ｒｅ（Ｐ１）＝６０ｎｍ、Ｒｔｈ（Ｐ１）＝－９０ｎｍであった。
【０１３６】
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　（１－４．フィルムＦ（ＩＩ））
　単層のフィルム成形装置を用意した。ノルボルネン系重合体ｐ３（日本ゼオン社製「Ｚ
ＥＯＮＯＲ１４２０」、ガラス転移温度１４０℃）のペレットを、フィルム成形装置のダ
ブルフライト型のスクリューを備えた一軸押出機に投入して２６０℃で溶融し、目開き１
０μｍのリーフディスク形状のポリマーフィルターを通して２６０℃に温調されたダイ（
ダイスリップの表面粗さＲａ：０．１μｍ）でフィルム状に成形した。
【０１３７】
　成形されたフィルム状溶融樹脂を表面温度１２０℃に調整された冷却ロールにキャスト
し、次いで表面温度５０℃に調整された２本の冷却ロール間に通して、厚み６０μｍの延
伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を得た。
【０１３８】
　得られた延伸前フィルムＰＦ（ＩＩ）を、ノルボルネン系樹脂のガラス転移温度と等し
い１４０℃で、同時二軸延伸機（東洋精機社製）を用いてＴＤ方向に３．０倍で一軸延伸
（ＭＤ方向の倍率は１．０倍）し、Ｒｅ９０ｎｍ、Ｒｔｈ８０ｎｍ、厚み２０μｍの位相
差層Ｐ２のフィルムＦ（ＩＩ）を得た。
　得られたフィルムＦ（ＩＩ）を試料とし、位相差層Ｐ２の面内レターデーションＲｅ（
Ｐ２）、及び厚み方向レターデーションＲｔｈ（Ｐ２）を測定した。その結果、Ｒｅ（Ｐ
２）＝９０ｎｍ、Ｒｔｈ（Ｐ２）＝８０ｎｍであった。
【０１３９】
　（１－５．保護層付き光学積層体）
　（１－３）で得た延伸複層フィルムＦ（Ｉ）の位相差層Ｐ１側の面と、（１－４）で得
たフィルムＦ（ＩＩ）の一方の面とを貼合した。貼合は、光学用透明粘着シート（日東電
工社製「ＬＵＣＩＡＣＳ　ＣＳ９６２１Ｔ」）を介して、位相差層Ｐ１及びＰ２の遅相軸
が同じ方向となるように行った。これにより、（保護層Ｐ３）／（位相差層Ｐ１）／（粘
着シート層）／（位相差層Ｐ２）の層構成を有する、保護層付き光学積層体Ｆ（ＩＩＩ）
を得た。積層体Ｆ（ＩＩＩ）の保護層Ｐ３は、位相差層Ｐ１から剥離可能な状態であった
。
【０１４０】
　得られた積層体Ｆ（ＩＩＩ）の一部を切り出し、これから、保護層Ｐ３を剥離し、（位
相差層Ｐ１）／（粘着シート層）／（位相差層Ｐ２）の層構成を有する、本発明の光学積
層体の試料を得た。この試料の、入射角０°におけるレターデーションＲｅと入射角４０
°におけるレターデーションＲ４０とを測定したところ、Ｒｅ＝１５０ｎｍ、Ｒ４０＝１
４５ｎｍであった。
【０１４１】
　さらに、当該試料を、８０℃のオーブン中で５００時間加温し、その後再びＲｅを測定
したところ、１４９ｎｍであった。
【０１４２】
　（１－６．偏光板複合体）
　（１－５）で得た保護層付き光学積層体Ｆ（ＩＩＩ）の位相差層Ｐ２側の面と、偏光板
（サンリッツ社製、ＬＬＣ２－５６１８）とを、貼合した。貼合は、光学用透明粘着シー
ト（日東電工社製「ＬＵＣＩＡＣＳ　ＣＳ９６２１Ｔ」）を介して、積層体Ｆ（ＩＩＩ）
の遅相軸と偏光板の吸収軸とが直交するように行った。その後に、積層体Ｆ（ＩＩＩ）の
保護層Ｐ３を剥離して、偏光板複合体を得た。偏光板複合体は、（位相差層Ｐ１）／（粘
着シート層）／（位相差層Ｐ２）／（粘着シート）／（偏光板）の層構成を有し、これら
のうち、（位相差層Ｐ１）／（粘着シート層）／（位相差層Ｐ２）の部分が、本発明の光
学積層体を構成していた。
【０１４３】
　得られた偏光板複合体について、前記の方法でコントラストを評価した。
【０１４４】
　（実施例２）
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　下記の通りの変更を行った他は、実施例１と同一の操作を行い、偏光板複合体及びその
構成要素を得て、評価した。
　・（１－１）の樹脂ｐ１のペレットの製造で、シンジオタクチックポリスチレン及びポ
リ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンオキサイド）の添加量を、それぞれ７４重量
％及び２６重量％に変更した。得られた樹脂ｐ１のガラス転移温度は１２０℃であった。
　・（１－３）の延伸複層フィルムＦ（Ｉ）の製造で、延伸温度を、樹脂ｐ１のガラス転
移温度と等しい１２０℃に変更した。さらに、（１－２）の延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）の
製造で、樹脂ｐ１および樹脂ｐ３の押し出しの際の、樹脂ｐ１の厚みを調整した。当該調
整により、実施例１で行ったのと同じ延伸倍率による延伸で、Ｒｅ（Ｐ１）及びＲｔｈ（
Ｐ１）の値を、実施例１と同じ値（６０ｎｍ及び－９０ｎｍ）とした。位相差層Ｐ１の厚
みは８μｍであった。
【０１４５】
　（実施例３）
　下記の通りの変更を行った他は、実施例１と同一の操作を行い、偏光板複合体及びその
構成要素を得て、評価した。
　・（１－１）の樹脂ｐ１のペレットの製造で、シンジオタクチックポリスチレン及びポ
リ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンオキサイド）の添加量を、それぞれ６６重量
％及び３４重量％に変更した。得られた樹脂ｐ１のガラス転移温度は１３２℃であった。
　・（１－３）の延伸複層フィルムＦ（Ｉ）の製造で、延伸温度を、樹脂ｐ１のガラス転
移温度と等しい１３２℃に変更した。さらに、（１－２）の延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）の
製造で、樹脂ｐ１および樹脂ｐ３の押し出しの際の、樹脂ｐ１の厚みを調整した。当該調
整により、実施例１で行ったのと同じ延伸倍率による延伸で、Ｒｅ（Ｐ１）及びＲｔｈ（
Ｐ１）の値を、実施例１と同じ値（６０ｎｍ及び－９０ｎｍ）とした。位相差層Ｐ１の厚
みは１５μｍであった。
【０１４６】
　（比較例１）
　下記の通りの変更を行った他は、実施例１と同一の操作を行い、偏光板複合体及びその
構成要素を得て、評価した。
　・（１－１）の樹脂ｐ１のペレットの製造で、シンジオタクチックポリスチレン及びポ
リ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンオキサイド）の添加量を、それぞれ１００重
量％及び０重量％に変更した。得られた樹脂ｐ１のガラス転移温度は９８℃であった。
　・（１－３）の延伸複層フィルムＦ（Ｉ）の製造で、延伸温度を、樹脂ｐ１のガラス転
移温度と等しい９８℃に変更した。さらに、（１－２）の延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）の製
造で、樹脂ｐ１および樹脂ｐ３の押し出しの際の、樹脂ｐ１の厚みを調整した。当該調整
により、実施例１で行ったのと同じ延伸倍率による延伸で、Ｒｅ（Ｐ１）及びＲｔｈ（Ｐ
１）の値を、実施例１と同じ値（６０ｎｍ及び－９０ｎｍ）とした。位相差層Ｐ１の厚み
は５μｍであった。
【０１４７】
　（比較例２）
　下記の通りの変更を行った他は、実施例１と同一の操作を行い、偏光板複合体及びその
構成要素を得て、評価した。
　・（１－１）の樹脂ｐ１のペレットの製造で、シンジオタクチックポリスチレン及びポ
リ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンオキサイド）の添加量を、それぞれ８５重量
％及び１５重量％に変更した。得られた樹脂ｐ１のガラス転移温度は１１２℃であった。
　・（１－３）の延伸複層フィルムＦ（Ｉ）の製造で、延伸温度を、樹脂ｐ１のガラス転
移温度と等しい１１２℃に変更した。さらに、（１－２）の延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）の
製造で、樹脂ｐ１および樹脂ｐ３の押し出しの際の、樹脂ｐ１の厚みを調整した。当該調
整により、実施例１で行ったのと同じ延伸倍率による延伸で、Ｒｅ（Ｐ１）及びＲｔｈ（
Ｐ１）の値を、実施例１と同じ値（６０ｎｍ及び－９０ｎｍ）とした。位相差層Ｐ１の厚
みは７μｍであった。
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　（比較例３）
　下記の通りの変更を行った他は、実施例１と同一の操作を行い、偏光板複合体及びその
構成要素を得て、評価した。
　・（１－１）の樹脂ｐ１のペレットの製造で、シンジオタクチックポリスチレン及びポ
リ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンオキサイド）の添加量を、それぞれ６２重量
％及び３８重量％に変更した。得られた樹脂ｐ１のガラス転移温度は１３８℃であった。
　・（１－３）の延伸複層フィルムＦ（Ｉ）の製造で、延伸温度を、樹脂ｐ１のガラス転
移温度と等しい１３８℃に変更した。さらに、（１－２）の延伸前フィルムＰＦ（Ｉ）の
製造で、樹脂ｐ１および樹脂ｐ３の押し出しの際の、樹脂ｐ１の厚みを調整した。当該調
整により、実施例１で行ったのと同じ延伸倍率による延伸で、Ｒｅ（Ｐ１）及びＲｔｈ（
Ｐ１）の値を、実施例１と同じ値（６０ｎｍ及び－９０ｎｍ）とした。位相差層Ｐ１の厚
みは２０μｍであった。
【０１４９】
　実施例及び比較例の評価結果を表１に示す。
【０１５０】
【表１】

【０１５１】
　［検討］
　表１に示される結果から明らかな通り、実施例１～３においては、ポリフェニレンエー
テル：シンジオタクチックポリスチレン系重合体の比率が本願発明の要件を満たさない比
較例１～３に比べて、優れた評価結果が得られた。具体的には、厚さが薄く、80℃×500
時間の処理によるＲｅの低下が少なく、且つコントラストの良好な表示装置を構成し得た
。
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